
証券コード：3276

第21回
定時株主総会
招 集 ご 通 知
開 催
日 時

2023年３月24日（金曜日）午前10時
（受付開始　午前９時）

開 催
場 所

東京都千代田区丸の内三丁目５番１号
東京国際フォーラム　ホールD７
＊末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違
いのないよう６階の受付までお越しください。

議 決 権
行使期限

2023年３月23日（木曜日）
午後６時まで

【ご来場自粛のお願い】
株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感
染拡大防止に万全を期すため、本株主総会につきまし
ては、極力、書面又はインターネットにより事前の議
決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、
株主総会当日のご来場をできるだけお控えいただくよ
うお願い申し上げます。

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はござ
いません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上
げます。
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招集ご通知

(証券コード：3276)
（発 送 日）2023年３月８日

（電子提供開始日）2023年３月２日
株 主 各 位

東京都千代田区丸の内三丁目４番２号
株　式　会　社　J　P　M　C
代表取締役　社長執行役員 武藤　英明

　当社ウェブサイト
　https://www.jpmc.jp/

　

　株主総会資料掲載ウェブサイト
　https://d.sokai.jp/3276/teiji/

　

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　

第21回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第21回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上のウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセス
のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株式情報」「株主総会」を順に選択いた
だき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ＪＰＭＣ」又は「コード」に当社証
券コード「3276」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある
「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、以下のいずれかの方法により議決権を行使することができますので、
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

［インターネット等による議決権行使の場合］
　当社の指定する議決権行使サイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）において、賛否をご入力のうえ、
2023年３月23日（木曜日）午後６時までに議決権をご行使ください。
［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、2023年３月23日（木曜日）午後６時までに到着するようご送付く
ださい。

敬　具

－ 1 －
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招集ご通知

1.日 時 2023年３月24日（金曜日）午前10時（受付開始　午前９時）
2.場 所 東京都千代田区丸の内三丁目５番１号

東京国際フォーラム　ホールＤ７
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違いのないよう６階の
受付までお越しください。）

3.目 的 事 項
報 告 事 項 （1）第21期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の
件

（2）第21期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第 1 号 議 案 定款一部変更の件
第 2 号 議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）5名選任の件

4.議決権の行使についてのご案内
　3頁に記載の【議決権行使等についてのご案内】をご参照ください。

●書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、
賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

●インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものとしてお取
り扱いいたします。

●インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インターネット
による議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

●代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方1名を代理人として株主総会にご出席い
ただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

●議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の3日前までに議決権の不統一行使を行う旨とその理由を書
面により当社にご通知ください。

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
　● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト、株主総会資料掲載ウェブ

サイト及び東京証券取引所ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
　● 書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたしますが、当該

書面は、法令及び定款第14条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
① 事業報告の「主要な事業内容」、「主要な事業所」、「従業員の状況」、「主要な借入先」、「会社の株
式に関する事項」、「会社の新株予約権等に関する事項」、「会計監査人の状況」、「業務の適正を確保する
ための体制及び当該体制の運用状況の概要」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告
を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

記

以　上

－ 2 －
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議決権行使等についてのご案内

議決権行使等についてのご案内

株主総会にご出席される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください(ご捺印は不要
です)。

日 時
　 2023年 ３ 月24日(金曜日)午前10時(受付開始：午前９時)　

場 所
　

東京都千代田区丸の内三丁目５番１号
東京国際フォーラム　ホールＤ７
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

郵送で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　 2023年 ３ 月23日(木曜日)午後６時到着分まで

　

インターネット等で議決権を行使される場合

パソコン、スマートフォンから議決権行使ウェブサイト(https://soukai.mizuho-tb.co.jp/)にア
クセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご
入力いただき、画面の案内にしたがって議案に対する賛否をご入力ください。

行使期限
　 2023年 ３ 月23日(木曜日)午後６時まで

　

■議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

－ 3 －
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってく
ださい。

1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　平日・休日とも９：00～21：00）

機関投資家の皆さまへ 株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込ま
れた場合には、当該プラットフォームより議決権をご行使いただけます。

－ 4 －
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定款変更議案

現　行　定　款 変　更　案
（招集権者及び議長）
第１３条　株主総会は、代表取締役社長がこれを招集

し、議長となる。
２　代表取締役社長に事故があるときは、取締役会に

おいてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が
株主総会を招集し、議長となる。

（招集権者及び議長）
第１３条　株主総会は、代表取締役がこれを招集し、

議長となる。
２　代表取締役に事故があるときは、取締役会におい

てあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が株主
総会を招集し、議長となる。

（代表取締役及び役付取締役）
第２２条　代表取締役は、取締役会の決議によって

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の中
から選定する。

２　取締役会はその決議によって取締役の中から取
締役会長、代表取締役社長各1名、取締役副社長、
専務取締役及び常務取締役各若干名を定めること
ができる。

（代表取締役及び役付取締役）
第２２条　代表取締役は、取締役会の決議によって取

締役（監査等委員である取締役を除く。）の中から
選定する。

２　取締役会はその決議によって取締役の中から取締
役会長、取締役社長各1名、取締役副社長、専務取
締役及び常務取締役各若干名を定めることができ
る。

株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　定款一部変更の件
　１．提案の理由
　(1) 当社は2012年から執行役員制を採用し、役付執行役員を選定しているため、現行定款の役付取締役に関

する規定が実態にそぐわなくなっていることから、関連する文言及び条文を整理するものであります。
　(2) 取締役会による独立かつ客観的な経営の監督機能の向上のため、取締役会の議長が代表取締役社長に限定

されている現行定款第24条を変更し、社外取締役を含むその他の取締役が議長となることを可能とするも
のであります。

　２．変更の内容
　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

－ 5 －
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定款変更議案

現　行　定　款 変　更　案
（業務執行）
第２３条　代表取締役社長は当社の業務を統括し、

専務取締役及び常務取締役は、代表取締役社長を
補佐してその業務を分掌する。

２　代表取締役社長に事故があるときは、あらかじ
め取締役会の定める順序に従い、他の取締役が代
表取締役社長の職務を代行する。

　（削　除）

　※以下の条文を繰り上げ

（取締役会の招集権者及び議長）
第２４条　取締役会は、法令に別段の定めがある場

合を除き、代表取締役社長がこれを招集し、議長
となる。

（新　設）

２　代表取締役社長に事故があるときは、取締役会
においてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締
役が取締役会を招集し、議長となる。

（取締役会の招集権者及び議長）
第２３条　取締役会は、その決議により、取締役の中

から、取締役会議長を1名選定する。

２　取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除
き、取締役会議長がこれを招集する。

３　取締役会議長に事故があるときは、取締役会にお
いてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が取
締役会を招集し、議長となる。

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

１
む

武
 

 
とう

藤
 

　
ひで

英
 

 
あき

明
(1964年4月19日生)

    1997年    3月 株式会社ネクスト（現株式会社LIFULL）設立　
代表取締役

    1998年    9月 同社 代表取締役副社長
    1999年    11月 株式会社アパマンショップネットワーク（現

APAMAN株式会社）システム部長
    2001年    5月 株式会社不動産ビジネス研究所 代表取締役
    2002年    6月 当社設立 代表取締役
    2003年    10月 株式会社不動産ビジネス研究所 取締役
    2012年    1月 当社代表取締役 社長執行役員（現任）

482,865株

（重要な兼職の状況）
株式会社ＪＰМＣシンエイ 代表取締役会長
株式会社ムトウエンタープライズ 代表取締役

　当事業年度における
　取締役会出席回数
　　　　　  13回/13回

取締役候補者とした理由
2002年６月に当社を設立し、現在では社長執行役員を務め
ており、当社及び不動産業界における豊富な業務経験と経営
全般及び管理・運営業務に関する知見を有していることから
引き続き取締役候補者としました。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）5名選任の件
　　　現任取締役（監査等委員である取締役を除く。）4名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了

となります。また、経営に対し独立性のある監督の実効性を高めるべく、社外取締役を1名増員することと
したく存じます。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）5名の選任をお願いするもの
であります。

　　　本定時株主総会において選任いただく取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2024年3
月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとなります。

　　　なお、取締役候補者の選定にあたりましては、委員の過半数を独立社外取締役で構成する任意の指名委員
会の審議を経ております。また、本議案に関しましては、監査等委員会において検討がなされ、全ての取締
役（監査等委員である取締役を除く。）候補者について相当である旨の意見を得ております。

　　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

２
いけ

池
 

 
だ

田
 

　
しげ

茂
 

 
お

雄
(1974年2月13日生)

    1996年    4月 株式会社エスケイトレーディング入社
    2004年    8月 当社入社
    2014年    1月 当社コンサルティング営業本部長代理 東日本

コンサルティング統括部長
    2015年    1月 当社執行役員 コンサルティング営業本部長　

首都圏コンサルティンググループ長
    2016年    1月 当社上席執行役員 プロパティマネジメント事

業部長 東日本プロパティマネジメント統括部
長 シニアハウス事業部長

    2017年    1月 当社上席執行役員 プロパティマネジメント事
業部長

    2018年    1月 当社常務執行役員 プロパティマネジメント事
業部長

    2018年    3月 当社取締役 常務執行役員 プロパティマネジ
メント事業部長

    2019年    1月 当社取締役 常務執行役員 西日本カンパニー
プレジデント

    2020年    1月 当社取締役 専務執行役員 東日本カンパニー
プレジデント

    2022年    1月 当社取締役 専務執行役員 パートナー事業本
部 本部長（現任）

70,777株

（重要な兼職の状況）
株式会社ＪＰＭＣエージェンシー 取締役

　当事業年度における
　取締役会出席回数
　　　　　  13回/13回

取締役候補者とした理由
入社以来、営業部門に従事し、コンサルティング営業本部
長、プロパティマネジメント事業部長を経て、現在では専務
執行役員パートナー事業本部 本部長として当社グループの事
業を牽引しており、当社における豊富な経験と経営全般及び
管理業務に関する知見を有していることから、引き続き取締
役候補者としました。

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

３
はっ

服
 

 
とり

部
 

　
あき

聡
 

 
まさ

昌
(1963年8月29日生)

    2001年    4月 株式会社ニッセン入社
    2005年    4月 同社 戦略財務グループ 決算チームリーダー
    2007年    6月 監査法人Ｍ＆Ｇ入所
    2009年    2月 株式会社シーアイアソシエイツ 代表取締役
    2009年    4月 ペイデザイン株式会社（現株式会社メタップ

スペイメント）出向
    2012年    4月 同社 経理財務部長
    2015年    11月 当社入社
    2016年    1月 当社財務部長
    2018年    1月 当社執行役員 財務部長
    2018年    3月 当社取締役 執行役員 財務部長
    2019年    1月 当社取締役 上席執行役員 ファイナンス＆ア

ドミニストレーション本部長
2023年  1月 当社取締役（現任）

20,705株（重要な兼職の状況）
株式会社ＪＰＭＣファイナンス 監査役
みらい少額短期保険株式会社 代表取締役会長
株式会社ＪＰＭＣエージェンシー 取締役
株式会社ＪＰＭＣシンエイ 監査役
株式会社ＪＰＭＣワークス&サプライ 監査役
株式会社ＪＰＭＣアセットマネジメント 監査役
大阪琺瑯株式会社 代表取締役

　当事業年度における
　取締役会出席回数
　　　　　  13回/13回

取締役候補者とした理由
経理、財務における豊富な業務の経験を持ち、広い知見を有
しております。入社以来、財務部長及び上席執行役員ファイ
ナンス＆アドミニストレーション本部長を歴任し、財務・会
計及び管理部門の統括責任者として培った経験や知見によ
り、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待
できることから、引き続き取締役候補者としました。

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

４
ほそ

細
 

 
だ

田
 

　
 

　
たかし

隆
(1955年4月28日生)

    1979年    4月 大蔵省（現財務省）入省
    1996年    7月 大臣官房企画官兼京都大学教授
    2008年    7月 中小企業金融公庫（現株式会社日本政策金融

公庫）理事
    2008年    7月 総務省大臣官房審議官
    2010年    7月 名古屋税関長
    2011年    4月 独立行政法人住宅金融支援機構 理事
    2013年    6月 東京税関長
    2014年    7月 関東財務局長
    2016年    3月 弁護士登録
    2016年    6月 株式会社トマト銀行 代表取締役副社長
    2019年    10月 弁護士法人Ｙ＆Ｐ法律事務所入所 オブカウン

セル (現任)
    2020年    7月 株式会社ロココ 社外監査役（現任）
    2021年    8月 前澤工業株式会社 社外取締役（現任）

2022年  3月 当社社外取締役（現任）
0 株

 （重要な兼職の状況）
 弁護士法人Ｙ＆Ｐ法律事務所 オブカウンセル
 株式会社ロココ 社外監査役
 前澤工業株式会社 社外取締役

　当事業年度における
　取締役会出席回数
　　　　　10回/10回

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
大蔵省（現財務省）入省後、地方公営企業の担当審議官、関
東財務局長、地方銀行の代表取締役副社長を歴任するなど、
財政・金融分野での豊富な経験と知見とともに、会社経営の
責任を担った経歴も有しております。また、コーポレートガ
バナンスやコンプライアンスにも造詣が深く、当社経営に対
する助言・監督等での貢献が期待できることから、社外取締
役としての職務を適切に遂行できると判断し、引き続き社外
取締役候補者としました。

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

5
かわ

川 
く

久 
ぼ

保
 

　
こう

公 
じ

司
(1956年10月7日生)

1980年  4月 安田信託銀行株式会社入社
1999年10月 同社 コンサルティング部長
2007年  4月 みずほ信託銀行株式会社 執行役員コーポレー

トビジネス企画部長
2008年  4月 株式会社みずほ銀行 執行役員 総合コンサル

ティング部長
2009年  4月 同行 常務執行役員 総合コンサルティング部

長
2011年  4月 同行 常務執行役員 支店担当兼法人グループ

副担当
2012年  4月 同行 常務執行役員 営業店担当役員
2013年  3月 みずほ信不動産販売株式会社 代表取締役社長
2015年  7月 みずほ不動産販売株式会社 代表取締役社長
2017年  3月 東京建物株式会社 常勤監査役
　　　　　　 （2023年3月退任予定）

0 株

 （重要な兼職の状況）
東京建物株式会社 常勤監査役（2023年3月退任予定）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
川久保公司氏は、みずほ信託銀行株式会社及び株式会社みず
ほ銀行をはじめとして各社における経営者としての豊富な経
験と、金融、営業、不動産を含む幅広い見識を有しており、
当社の持続的な成長および中長期的な企業価値向上に貢献い
ただけると判断し、社外取締役候補者としました。

（注）１. 各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
　　　２. 細田隆氏及び川久保公司氏は、社外取締役候補者であります。当社は細田隆氏を東京証券取引所が定める独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。同氏が再任された場合、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。ま
た、川久保公司氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が原案どおり選任された場合、独
立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

　　　3. 細田隆氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって１年となります。
　　　4. 当社は、細田隆氏との間で会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は法令が定める額としており、細田隆氏が再任された場合は、同氏との間で当該契約を継続する予定で
あります。また、川久保公司氏が原案どおり選任された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

　　　5. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担するこ
とになる損害を当該保険契約により補填することとしております。各候補者が原案どおり選任された場合、各候補者は当該
保険契約の被保険者に含められることとなります。当該保険契約の内容の概要は、事業報告に記載のとおりです。

－ 11 －
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取締役選任議案

氏　名 地　位

当社グループが取締役として期待する分野

企 業
経 営

営業
マーケテ

ィング

自社

業界の

知見

人 材
開 発

M&A
法務

リスクマネ

ジメント

財 務 Ｄ Ｘ ESG
政 府
機 関

・行政

武藤　英明
代表取締役
社長執行役員
グループCEO

〇 〇 〇 〇 〇 〇

池田　茂雄
取　締　役
専務執行役員
グループCOO

〇 〇 〇 〇

服部　聡昌
取　締　役
グループCFO

〇 〇 〇 〇 〇 〇

細田　　隆 社外取締役 〇 〇 〇 〇

川久保　公司 社外取締役 〇 〇 〇 〇 〇 〇

小松　啓志
監査等委員で
ある社外取締役

〇 〇

上田　泰司
監査等委員で
ある社外取締役

〇 〇

桜井　祐子
監査等委員で
ある社外取締役

〇 〇 〇

■ ご参考 ■
　本定時株主総会において、第２号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役会の構成及び当社グルー
プが取締役として期待する分野は、以下のとおりであります。

（注）上記の一覧表は、各取締役が有する全ての知見及び経験を表すものではありません。

以　上

－ 12 －
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事業の経過およびその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、他の会社の株式の取得又は処分の状況、対処すべき課題

事 業 報 告

(2022年 1 月 1 日から
2022年12月31日まで )

（添  付  書  類）

1．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、国際的な半導体不足
による製造業への影響、原油高による各種製品・サービスの価格上昇に加え、急速な円安進行など経済活動
の先行きには不透明さが残る状況が続いております。
　当社は2022年３月25日開催の第20回定時株主総会における決議を経て、創立20周年を迎えた2022年６
月７日より社名を「株式会社ＪＰＭＣ」に変更いたしました。運用戸数10万戸を突破し、今後の更なる成長
を果たすため、PropTechカンパニーとして当社のブランドを新たに確立すべく、業界内に浸透してきた
「ＪＰＭＣ」を社名としました。ブランドスローガンである「持続可能な賃貸経営」をオーナーへ提供し、
社会課題の解決に貢献できる企業へと成長することを目指し、2021年からの５ヵ年を対象とする中期経営計
画として策定した「ＪＰＭＣ２０２５」のもと、「コロナ禍における運用戸数の拡大」と「Back to normal
における収益性改善」を基本戦略として事業を推進してまいりました。
　当社グループのコア事業であるプロパティマネジメント事業の収益向上に向けては、運用戸数の増加が不
可欠となりますが、滞納保証事業や保険事業、リフォーム事業等を併せ持つ当社グループの強みが、１戸当
たりの収益性をさらに高め、付加価値向上と成長の加速を実現させていくための原動力となります。
　そのための基盤作りとして、物件により得られるストック収益を拡大すべく、運用戸数の増加に重点をお
いて事業を推進するとともに、オーナーへのサービスラインナップの拡充を目的として、2020年８月に設立
した株式会社ＪＰＭＣワークス＆サプライによるリフォーム・リニューアル・リノベーション事業を強化し
ました。賃貸マンション・アパートの経営代行とリフォームを組み合わせた「スーパーリユース」は、持続
可能な賃貸経営の提供を企図したサステナブルなビジネスモデルであり、ストック＆フローの事業として今
後も成長を見込んでおります。また、経営基盤強化のため、採用の強化やエンゲージメント向上策の一環と
して従業員の給与の引き上げなど、人的資本への投資を引き続き行いました。運用戸数増加へ向けた体制を
整備することは、当社の経営課題である持続的な成長のための事業基盤の強化の実現に寄与するものと考え
ております。
　物件運用により得られるストック収益を拡大し、持続的かつ安定した成長を実現させるため、当社グルー
プのパーパスである「住む論理の追求」のもとに全社一丸となって事業を推進しました。

　この結果、当連結会計年度の業績は売上高56,227百万円（前期比5.3％増）、営業利益2,387百万円（同
3.8％増）、経常利益2,401百万円（同4.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,590百万円（同
36.9％増）となりました。

売上区分別の状況は、次のとおりであります。

（プロパティマネジメント収入）
　プロパティマネジメント収入につきましては、新型コロナウイルス感染拡大の影響により営業活動が制限

－ 13 －
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される状況下であり、受注・受託の獲得が想定を下回りました。一方、既存の運用物件におけるプロパティ
マネジメント事業の収益性の改善に取り組んでまいりました。
　この結果、当連結会計年度におきまして、運用戸数は106,704戸（前期末比64戸増）となり、プロパティ
マネジメント収入は52,439百万円（前期比5.8％増）となりました。

（ＰＭ付帯事業収入）
　ＰＭ付帯事業収入につきましては、滞納保証事業及び保険事業が順調に推移しました。
　この結果、ＰＭ付帯事業収入は2,427百万円（前期比5.5％増）となりました。

（その他の収入）
　その他の収入につきましては、「スクラップアンドビルドを繰り返さない」という当社グループの方針の
もと、リフォーム事業が順調に推移しました。一方、当連結会計年度は販売用不動産の売却による収入はあ
りませんでした。
　この結果、その他の収入は1,360百万円（前期比12.0％減）となりました。

（2）設備投資の状況
　当連結会計年度については、総額421百万円の設備投資を実施致しました。その主なものは賃貸用不動産
の取得によるものであります。

（3）資金調達の状況
　該当事項はありません。

（4）他の会社の株式の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

（5）対処すべき課題
　中期経営計画「ＪＰＭＣ２０２５」の３年目となる2023年12月期は、新型コロナウイルスの影響は、
ワクチン接種の普及やウイルス変異による重症化リスクの減少等により縮小が期待され、社会経済活動の
更なる正常化が見込まれるものの、物価上昇や建材価格高騰などの影響を受け、景気の先行きについては
予断を許さぬ状況となっています。
　このような事業環境下において、当社グループは以下の事項を重要課題として捉え、その対応に引き続
き取り組んでまいります。
①持続的な成長のための事業基盤の強化
　　先行き不透明な環境下においても持続的な成長を継続していくためには、運用物件数の増加と幅広い

借上ニーズへの対応により、ストックビジネスを極めて行くことが最優先課題であります。そのために
は、パートナー企業や金融機関とのさらなる連携の強化を図ることに加え、リフォーム事業や法人需要
の取り込みなど賃貸経営に関するサービスを拡充し、顧客ニーズを先取りした事業の拡大に努めてまい
ります。また、新型コロナウイルスの影響の縮小を想定した営業スタイルの見直しや、人員の増強など
に取り組み、事業推進体制の強化に努めてまいる所存です。
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事業の経過およびその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、他の会社の株式の取得又は処分の状況、対処すべき課題

②効率性の追求
　　当社は、業界の中でも一定の収益性の高さを実現できていると考えておりますが、持続的な成長を遂

げていくためには、効率性をさらに追求し、利益体質を強化していく必要があります。
　　その実現のために、社内スローガンとして「効率性の徹底追求～Efficiency is vital for us」を設定

し、PropTechカンパニーとしてデータベースの再構築や、基幹システムの一新も含めた社内システム
の整備に着手するとともに、その前提となる業務プロセスを根本的に見直し、より高い業務効率を目指
してまいります。また、賃貸経営を取り巻く滞納保証、リフォーム、高齢者向け住宅、保険事業などを
手がけるグループ会社間のシナジーを最大化し、競争力のさらなる向上を目指してまいります。

③ＥＳＧ経営の推進
　　当社は、ＥＳＧのマテリアリティを特定し、それぞれを実現することで達成させるＳＤＧｓや気候変

動への対応目標を設定し、その達成に向けて取り組みを進めております。
　　まず、既存物件をリノベーションした上で当社が借上げを行う「スーパーリユース」や「ふるさぽル

ネサンス」の各事業などは、先進的な取り組みとして高い評価を受けており、これらについて今後も積
極的に事業展開を行ってまいります。

　　また、当社の営業代理店かつ管理業務委託先であるパートナー企業への委託をはじめ、ソーシャルロ
ーンを活用し地方公共団体とも連携して物件への入居者数の増加を通じ、地方創生への貢献に向けて取
り組んでおります。

　　加えて、取締役の過半数を社外取締役とすることにより、企業経営の健全性や透明性の確保によるコ
ーポレートガバナンスの強化を実現するとともに、女性の働きやすい労働環境づくりや積極的な障がい
者雇用をはじめ、ダイバーシティ経営への取り組みも進めております。今後も多様な人材が活躍し、当
社グループの企業価値向上へ寄与するよう、取り組みを進めてまいります。

　当社グループの更なる発展を目指して、役員・社員一同全力を傾注してまいる所存ですので、株主の皆
様におかれましては、今後とも変わらぬご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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財産及び損益の状況の推移

区 分 2019年度
第18期

2020年度
第19期

2021年度
第20期

2022年度
第21期

(当連結会計年度)
売 上 高 43,302 百万円 47,202 百万円 53,416 百万円 56,227 百万円

経 常 利 益 2,213 百万円 2,063 百万円 2,305 百万円 2,401 百万円

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,506 百万円 1,080 百万円 1,161 百万円 1,590 百万円

１株当たり当期純利益 84.49 円 61.32 円 65.80 円 90.23 円

総 資 産 11,856 百万円 13,402 百万円 17,406 百万円 17,975 百万円

純 資 産 5,966 百万円 6,411 百万円 6,762 百万円 7,603 百万円

43,302

2019年度
第18期

47,202

2020年度
第19期

53,416

2021年度
第20期

56,227

2022年度
（当期）第21期

売上高 （単位：百万円）

2,213

2019年度
第18期

2,063

2020年度
第19期

2,305

2021年度
第20期

2,401

2022年度
（当期）第21期

経常利益 （単位：百万円）

1,506

2019年度
第18期

1,080

2020年度
第19期

1,161

2021年度
第20期

1,590

2022年度
（当期）第21期

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

84.49

2019年度
第18期

61.32

2020年度
第19期

65.80

2021年度
第20期

90.23

2022年度
（当期）第21期

１株当たり当期純利益 （単位：円）

11,856

2019年度
第18期

13,402

2020年度
第19期

17,406

2021年度
第20期

17,975

2022年度
（当期）第21期

総資産 （単位：百万円）

5,966

2019年度
第18期

6,411

2020年度
第19期

6,762

2021年度
第20期

7,603

2022年度
（当期）第21期

純資産 （単位：百万円）

（6）財産及び損益の状況の推移

（注）１株当たり当期純利益は期中平均株式数により算出しております。
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重要な親会社および子会社の状況、剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する方針

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社ＪＰＭＣファイナンス 　　  35百万円 100％ 貸金業及び家賃の滞納保証

みらい少額短期保険株式会社 　　299百万円 100％ 保険業

株式会社ＪＰＭＣエージェンシー 　　100百万円 100% 法人需要向け賃貸住宅の賃貸

株式会社ＪＰＭＣシンエイ 　　100百万円 100% 賃貸管理業

株式会社ＪＰＭＣワークス＆サプライ 　　100百万円 100％ 賃貸用不動産リフォームの工事請負

株式会社ＪＰＭＣアセットマネジメント 　　  20百万円 100％ 収益不動産を中心とした売買の斡旋、仲介

大阪琺瑯株式会社 　　  10百万円 100％ 不動産の賃貸

特定完全子会社の名称 株式会社ＪＰＭＣシンエイ
特定完全子会社の住所 東京都立川市柴崎町二丁目２番１号
当社及び特定完全子会社における
特定完全子会社の帳簿価額   2,694百万円

当社の総資産額 13,221百万円

（7）重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）2022年6月1日付で、 株式会社ＪＰＭＣアカデミーを解散いたしました。

③　事業年度末日における特定完全子会社の状況
　当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、以下のとおりであります。

（8）剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する方針
　当社グループは、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置付けており、将来の事業
展開と経営体質の強化のため必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基
本方針としております。
　当連結会計年度につきましては、普通株式の年間配当は、創立20周年記念配当3円を含め、１株当たり48
円（うち中間配当24円）といたします。
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会社役員に関する事項

氏　名 地　位 担当及び重要な兼職の状況

武　藤　英　明 代表取締役 社長執行役員 株式会社ＪＰＭＣシンエイ 代表取締役会長
株式会社ムトウエンタープライズ 代表取締役

池　田　茂　雄 取締役 専務執行役員 パートナー事業本部 本部長
株式会社ＪＰＭＣエージェンシー 取締役

服　部　聡　昌 取締役 上席執行役員

ファイナンス＆アドミニストレーション本部長
株式会社ＪＰＭＣファイナンス 監査役
みらい少額短期保険株式会社 代表取締役会長
株式会社ＪＰＭＣエージェンシー 取締役
株式会社ＪＰＭＣシンエイ 監査役
株式会社ＪＰＭＣワークス＆サプライ 監査役
株式会社ＪＰＭＣアセットマネジメント 監査役
大阪琺瑯株式会社 代表取締役

細　田　　隆 社外取締役
弁護士法人Y＆P法律事務所 オブカウンセル
株式会社ロココ 社外監査役
前澤工業株式会社 社外取締役

小　松　啓　志 社外取締役（監査等委員） ユニカ食品株式会社 監査役
上　田　泰　司 社外取締役（監査等委員） 上田公認会計士事務所 代表

桜　井　祐　子 社外取締役（監査等委員）
桜井法律事務所 代表
株式会社イデア・レコード 社外監査役
株式会社ビジコム 社外監査役
株式会社サインド 社外監査役

氏名 変更年月日 変更前の地位、担当及び重要な兼職の状況 変更後の地位、担当及び重要な兼職の状況

服部 聡昌 2023年
1月1日

取締役 上席執行役員
ファイナンス＆アドミニストレーション本部長
株式会社ＪＰＭＣファイナンス 監査役
みらい少額短期保険株式会社 代表取締役会長
株式会社ＪＰＭＣエージェンシー 取締役
株式会社ＪＰＭＣシンエイ 監査役
株式会社ＪＰＭＣワークス＆サプライ 監査役
株式会社ＪＰＭＣアセットマネジメント 監査役
大阪琺瑯株式会社 代表取締役

取締役

株式会社ＪＰＭＣファイナンス 監査役
みらい少額短期保険株式会社 代表取締役会長
株式会社ＪＰＭＣエージェンシー 取締役
株式会社ＪＰＭＣシンエイ 監査役
株式会社ＪＰＭＣワークス&サプライ 監査役
株式会社ＪＰＭＣアセットマネジメント 監査役
大阪琺瑯株式会社 代表取締役

2．会社役員に関する事項
（1）取締役の状況（2022年12月31日現在）

（注）1. 社外取締役（監査等委員）上田泰司氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務、会計及び税務に関する相当程
度の知見を有するものであります。

2. 社外取締役 細田隆氏及び社外取締役（監査等委員）桜井祐子氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知
見を有するものであります。

3. 当社は、社外取締役 細田隆氏、社外取締役（監査等委員）小松啓志氏、上田泰司氏及び桜井祐子氏を東京証券取引所に独立
役員として届け出ております。

4. 監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要とし
ないことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

（2）当事業年度後における取締役の地位及び担当又は重要な兼職の状況の変更
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会社役員に関する事項

（3）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結することができる旨を定款に規定しており、各取締役（業務執行取締役等を除く。）との間で責任限定
契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各取締役（業務執行取締役等を除く。）が、その職務を行う

につき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としておりま
す。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び子会社の取締役（監査等委員を含む。）、監査役及び執行
役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により、被保険者が、その職務の執行
に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を補填
することとしています。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者
が私的な利益や便宜を得たことに起因する対象事由、被保険者の犯罪行為に起因する対象事由、法令に違反
することを認識しながら行った行為に起因する対象事由等による損害は、補填の対象とならないこととして
おります。

（5）取締役の報酬等
　①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

ａ．取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針
　当社は、取締役会において、監査等委員を除く取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議し
ております。なお、当社は監査等委員である取締役が議長を担うとともに、委員の過半数を社外取締役で
構成する任意の報酬委員会を設置しており、取締役に関する報酬制度の運用については、この報酬委員会
における審議及び取締役会への答申を踏まえ、取締役会にて決定しております。

ｂ．取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容の概要
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

イ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）
　金銭報酬である基本報酬と譲渡制限付株式報酬で構成しております。
　基本報酬については持続的な企業価値向上に資するものであること、および優秀な人材の確保を実現
するものであることを基本として決定することとしております。
　具体的には、役位・職責に基づく基本報酬に加え、前連結会計年度における会社業績を反映し、株主
総会で決議された報酬限度額の範囲内で、各取締役への年間基本報酬を決定するものとしております。
また、当社グループの持続的な成長並びに企業価値の持続的な向上を図ることに寄与するとともに、株
主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記金銭報酬の一定割合を譲渡制限付株式報
酬として支給するものとしております。
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会社役員に関する事項

役 員 区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）    対象となる
役員の数（名）基本報酬

（固定報酬）
譲渡制限付
株式報酬

取締役（監査等委員を除く） 118,377 97,084 21,293 　　　　　　４
監査等委員である取締役 9,600 9,600 － 　　　　　　４

合　計 127,977 106,684 21,293 　　　　　　８

ロ．監査等委員である取締役
　基本報酬により構成しております。報酬額については株主総会決議により定められた上限額の範囲内
で、監査等委員である取締役の協議により決定しております。

ｃ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した
理由

　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定
された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであ
ると判断しております。

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　　2. 監査等委員以外の社外取締役に対し譲渡制限付株式報酬は支給しておりません。
　　　3. 監査等委員である取締役の報酬等の総額には2022年3月24日開催の第20回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締

役１名に対する報酬が含まれております。
4. 取締役の報酬限度額は、2016年３月30日開催の第14回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）について年額３億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査等委員である取締役について年額１億円以内
と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査等委員である取締
役の員数は、それぞれ３名であります。また、2018年３月29日開催の第16回定時株主総会において、上記の報酬枠の範囲
内で譲渡制限付株式付与のための報酬額（監査等委員である取締役を除く。）として年額75百万円以内と決議いただいてお
り、当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名であります。
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会社役員に関する事項

区分 氏名 重要な兼職先

社外取締役 細　田　　隆
弁護士法人Y＆P法律事務所 オブカウンセル
株式会社ロココ 社外監査役
前澤工業株式会社 社外取締役

社外取締役
（監査等委員）

小　松　啓　志 ユニカ食品株式会社 監査役
上　田　泰　司 上田公認会計士事務所 代表

桜　井　祐　子
桜井法律事務所 代表
株式会社イデア・レコード 社外監査役
株式会社ビジコム 社外監査役
株式会社サインド 社外監査役

区分 氏名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に対して行った職務の概要

社外取締役 細　田　　隆
2022年3月25日の就任後における当事業年度開催の取締役会10回
全てに出席いたしました。財政・金融分野及び会社経営における幅
広い経験と知見を踏まえ、当社経営に必要な助言・監督を適宜行っ
ております。

社外取締役
（監査等委員）

小　松　啓　志

当事業年度開催の取締役会13回全て、また、監査等委員会15回全
てに出席いたしました。賃貸不動産業界での取締役としての経験
を踏まえ、当該視点から積極的に意見を述べており、経営の健全
性を確保するための適切な役割を果たしております。また、監査
等委員会の委員長として、客観的・中立的な立場で監督機能を主
導しております。

上　田　泰　司
当事業年度開催の取締役会13回全て、また、監査等委員会15回全
てに出席いたしました。公認会計士及び税理士としての経験を踏
まえ、内部統制や会計関連についての指摘をする等、議案審議に
必要な発言を適宜行っております。

桜　井　祐　子

2022年3月25日の就任後における当事業年度開催の取締役会10
回全て、また、監査等委員会10回全てに出席いたしました。弁護
士としての経験を踏まえ、経営・事業決定における適法性・コン
プライアンスについて指摘をする等、議案審議に必要な発言を適
宜行っております。

（6）社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係

（注）1. 社外取締役 細田隆氏が兼職する弁護士法人Y＆P法律事務所、株式会社ロココ及び前澤工業株式会社と当社との間に特別の
利害関係はありません。

2. 社外取締役（監査等委員）小松啓志氏が兼職するユニカ食品株式会社と当社との間に特別の利害関係はありません。
3. 社外取締役（監査等委員）上田泰司氏が兼職する上田公認会計士事務所と当社との間に特別の利害関係はありません。
4. 社外取締役（監査等委員）桜井祐子氏が兼職する桜井法律事務所、株式会社イデア・レコード、株式会社ビジコム及び株式

会社サインドと当社との間に特別の利害関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
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連結貸借対照表

連 結 計 算 書 類

連 結 貸 借 対 照 表

資産の部 負債の部
科　　目 金　額 科　　目 金　額

流動資産
現金及び預金
売掛金
営業貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
減価償却累計額
建物（純額）
土地
その他
減価償却累計額
その他（純額）
無形固定資産
のれん
その他
投資その他の資産
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

11,270,005
7,424,073
497,560
2,333,035
1,138,173
△122,836
6,705,642
5,184,934
3,482,600
△1,827,123
1,655,476
3,476,775
129,735
△77,052
52,682
140,819
110,574
30,245

1,379,888
400,239
1,263,287
△283,638　

流動負債 5,320,775
買掛金 804,324
短期借入金 47,000
1年内返済予定の長期借入金 670,988
未払法人税等 582,471
前受金 2,211,898
株式給付引当金 73,522
その他 930,569

固定負債 5,051,807
長期借入金 2,324,388
長期預り保証金 2,111,760
繰延税金負債 542,228
株式給付引当金 73,430

負債合計 10,372,582
純資産の部

株主資本 7,603,065
資本金 465,803
資本剰余金 365,757
利益剰余金 8,451,372
自己株式 △1,679,867

純資産合計 7,603,065
資産合計 17,975,648 負債及び純資産合計 17,975,648

（2022年12月31日現在）
(単位：千円)

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書

科　　目 金　　額
売上高 56,227,936
売上原価 49,689,658

売上総利益 6,538,278
販売費及び一般管理費 4,150,940

営業利益 2,387,338
営業外収益
受取利息 830
受取手数料 2,540
受取保険金 7,727
雇用調整助成金 6,440
その他 6,248 23,787

営業外費用
支払利息 9,113
その他 220 9,333
経常利益 2,401,791

特別利益
固定資産売却益 3,378 3,378

特別損失
固定資産除却損 30,500 30,500
税金等調整前当期純利益 2,374,669
法人税、住民税及び事業税 908,738
法人税等調整額 △124,122 784,615
当期純利益 1,590,053
親会社株主に帰属する当期純利益 1,590,053

（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
(単位：千円)

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

計 算 書 類
貸 借 対 照 表

資産の部 負債の部
科　　目 金　額 科　　目 金　額

流動資産
現金及び預金
売掛金
貯蔵品
前払費用
未収入金
関係会社短期貸付金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
工具、器具及び備品
土地
その他
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
関係会社長期貸付金
破産更生債権等
長期前払消費税等
繰延税金資産
敷金及び保証金
その他
貸倒引当金　

4,622,798
3,852,097
228,132
7,206
56,096
105,614
163,100
231,646
△21,097

8,598,337
2,110,014
1,212,134
49,047
835,317
13,515
24,509
24,241
268

6,463,812
21,099

3,513,700
109,078
2,276,133
289,930
61,534
282,906
161,034
20,247

△271,849　

流動負債 3,275,265
買掛金 580,609
1年内返済予定の長期借入金 670,988
未払金 312,502
未払費用 211,347
未払法人税等 334,690
未払消費税等 19,157
前受金 975,302
預り金 97,143
株式給付引当金 73,522

固定負債 4,262,632
長期借入金 2,324,388
長期預り保証金 1,864,814
株式給付引当金 73,430

負債合計 7,537,898
純資産の部

株主資本 5,683,236
資本金 465,803
資本剰余金 365,757
資本準備金 365,757
利益剰余金 6,531,543
その他利益剰余金 6,531,543
繰越利益剰余金 6,531,543

自己株式 △1,679,867

純資産合計 5,683,236
資産合計 13,221,135 負債及び純資産合計 13,221,135

（2022年12月31日現在）
(単位：千円)

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損 益 計 算 書

科　　目 金　　額
売上高 50,769,907
売上原価 45,963,238

売上総利益 4,806,669
販売費及び一般管理費 3,273,246

営業利益 1,533,423
営業外収益
受取利息 6,267
受取手数料 8,323
雇用調整助成金 6,440
その他 3,239 24,271

営業外費用
支払利息 7,188
その他 220 7,408
経常利益 1,550,286

特別利益
固定資産売却益 3,370 3,370

特別損失
固定資産除却損 17,971
関係会社清算損 11,026 28,997
税引前当期純利益 1,524,659
法人税、住民税及び事業税 514,286
法人税等調整額 △36,062 478,223
当期純利益 1,046,436

（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
(単位：千円)

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
東 京 事 務 所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮　崎　　　哲 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 清　水　幸　樹 ㊞

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2023年２月21日

株式会社ＪＰＭＣ
取締役会　　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＪＰＭＣの2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度
の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＪＰＭＣ及び
連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任
は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監
査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意
見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類
又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められ
ている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我
が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合
に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、
職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算
書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、
連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上
の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影
響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人
東 京 事 務 所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 崎 　 哲 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 清 水 幸 樹 ㊞

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2023年２月21日

株式会社ＪＰＭＣ
取 締 役 会　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＪＰＭＣの2022年１月１日から2022年12月31日までの第21期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監
査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、
その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではな
い。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過
程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し
て以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適
用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた
計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及
び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に
考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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監査等委員会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第21期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本

－ 29 －
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監査等委員会の監査報告書

2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監査等委員 小 松 啓 志 ㊞
監査等委員 上 田 泰 司 ㊞
監査等委員 桜 井 祐 子 ㊞

2023年２月21日
株式会社ＪＰＭＣ　監査等委員会

（注）監査等委員小松啓志、上田泰司及び桜井祐子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す
る社外取締役であります。

以　上

－ 30 －



見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

〒100－0005 東京都千代田区丸の内3－4－2新日石ビルヂング
Tel. 03－6268－5225

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

＊下記をご参照のうえ、お間違いのないよう６階の受付までお越しください。

会場：東京都千代田区丸の内三丁目５番１号
東京国際フォーラム　ホールD７　受付は６階となります。

電話：（03）5221－9000（代）

ホールD

東京
メト
ロ丸
ノ内
線

東京
メト
ロ日
比谷
線

都営地下鉄三田線

東京メトロ千代田線

東京
メト
ロ有
楽町
線

東京国際フォーラム

有楽町駅

丸の内南口

松屋

Ginza
Sony
Park

日比谷駅

日比谷駅

日比谷駅

銀座駅 銀座駅

銀座駅

京橋駅

ビックカメラ

KITTE

有楽町マリオン

プランタン

帝国劇場

JR京葉線
東京駅

JR東京駅

JR有楽町駅

国際フォーラム口

D５出口（地下１階）

東京メトロ銀座線

東京駅
4番出口

銀座一丁目駅

地上１階

地下１階

JR有楽町駅

東京メトロ有楽町線有楽町駅

ガラス棟

地下コンコース

地上行エレベーター

東京国際フォーラム 施設ガイド

ホール
A ホール

B ホール
C ホール

D

ホールD行
エスカレーター

※  駐車場の用意はいたしておりませんので、
お車でのご来場はご遠慮くださいますよう
お願い申しあげます。

交通のご案内
JR　有楽町駅

国際フォーラム口より徒歩３分

東京メトロ
有楽町線・有楽町駅
D５出口より地下１階にて連絡 徒歩３分

〈ご参考〉
JR東京駅 丸の内南口より徒歩５分

（京葉線・東京駅４番出口より地下１階にて連絡）

東京メトロ 日比谷線 日比谷駅 徒歩５分 銀座駅 徒歩６分
銀座線 銀座駅 徒歩７分 京橋駅 徒歩７分
千代田線 二重橋前駅 徒歩５分 日比谷駅 徒歩７分
丸ノ内線 銀座駅 徒歩５分

都営地下鉄 三田線 日比谷駅 徒歩５分
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